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第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【新規発行株式】

種類 発行数 内容

普通株式 250,000株

完全議決権株式であり株主の権利に特に制限のない当社における

標準となる株式であります。

なお、単元株式数は100株であります。

　（注）１．平成27年11月24日（火）開催の取締役会決議によります。

２．上記発行数は、平成27年11月24日（火）開催の取締役会において決議された第三者割当による自己株式の処

分に係る募集株式数であります。したがって、本募集は、金融商品取引法第二条に規定する定義に関する内

閣府令第９条第１号に定める売付けの申込み又はその買付けの申込みの勧誘であります。

３．本募集とは別に、平成27年11月24日（火）開催の取締役会において、自己株式の処分による当社普通株式

1,750,000株の募集（以下「一般募集」という。）を行うことを決議しております。また、一般募集にあた

り、その需要状況等を勘案した上で、一般募集の主幹事会社であるみずほ証券株式会社が当社株主から

250,000株を上限として借入れる当社普通株式の売出し（以下「オーバーアロットメントによる売出し」と

いう。）を行う場合があります。

４．本募集は、オーバーアロットメントによる売出しに関連して、みずほ証券株式会社を割当先として行う第三

者割当による自己株式の処分（以下「本件第三者割当自己株式処分」という。）であります。

オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事

項　オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照下さい。

５．振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号
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２【株式募集の方法及び条件】

（１）【募集の方法】

区分 発行数 発行価額の総額（円） 資本組入額の総額（円）

株主割当 － － －

その他の者に対する割当 250,000株 1,153,125,000 －

一般募集 － － －

計（総発行株式） 250,000株 1,153,125,000 －

　（注）１．本募集は、前記「１　新規発行株式」（注）４．に記載のとおり、オーバーアロットメントによる売出しに

関連して、みずほ証券株式会社を割当先として行う第三者割当の方法によります。なお、当社と割当予定先

との関係等は以下のとおりであります。

割当予定先の氏名又は名称 みずほ証券株式会社

割当株数 250,000株

払込金額の総額 1,153,125,000円

割当予定先

の内容

（平成27年

９月30日現

在）

本店所在地 東京都千代田区大手町一丁目５番１号

代表者の氏名 代表取締役社長　　本山　博史

資本金の額 1,251億円

事業の内容 金融商品取引業

大株主及び持株比率 株式会社みずほフィナンシャルグループ　95.8％

当社との関

係

出資関係

当社が保有している割当予

定先の株式の数
－

割当予定先が保有している

当社の株式の数

（平成27年10月31日現在）

3,580株

取引関係 一般募集の主幹事会社

人的関係 －

当該株券の保有に関する事項 －

２．後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　オーバーアロットメントによる売出し等について」に記載の

とおり、処分数が減少する、又は処分そのものが全く行われない場合があります。

３．本募集は、自己株式の処分により行われるものであり、払込金額の総額は資本組入れされません。

４．発行価額の総額は、会社法上の払込金額の総額であります。

５．発行価額の総額及び払込金額の総額は、平成27年11月13日（金）現在の株式会社東京証券取引所における当

社普通株式の終値を基準として算出した見込額であります。
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（２）【募集の条件】

発行価格
（円）

資本組入額
（円）

申込株数単位 申込期間
申込証拠金
（円）

払込期日

未定

（注）１.

－

（注）３.
100株 平成27年12月29日（火）

該当事項はあ

りません。
平成27年12月30日（水）

　（注）１．発行価格（募集価格）については、平成27年12月２日（水）から平成27年12月７日（月）までの間のいずれ

かの日に一般募集において決定される発行価額と同一の金額といたします。

２．本件第三者割当自己株式処分においては全株式をみずほ証券株式会社に割当て、一般募集は行いません。

３．本募集は、自己株式の処分により行われるものであり、払込金額は資本組入れされません。

４．みずほ証券株式会社は、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　オーバーアロットメントによる売出

し等について」に記載の取得予定株式数につき申込みを行い、申込みを行わなかった株式については失権と

なります。

５．申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込みをし、払込期日に後記払込取扱場所へ発行価格を

払込むものとします。

 

（３）【申込取扱場所】

場所 所在地

日本調剤株式会社　本社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号

 

（４）【払込取扱場所】

店名 所在地

株式会社みずほ銀行　丸之内支店 東京都千代田区大手町一丁目５番５号

 

３【株式の引受け】

　該当事項はありません。
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４【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

1,153,125,000 2,000,000 1,151,125,000

　（注）１．新規発行による手取金は本募集による自己株式の処分に係る手取金の額であり、発行諸費用の概算額は本募

集による自己株式の処分に係る諸費用の概算額であります。

２．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

３．払込金額の総額は、平成27年11月13日（金）現在の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値を

基準として算出した見込額であります。

 

（２）【手取金の使途】

　上記差引手取概算額上限1,151,125,000円については、本件第三者割当自己株式処分と同日付をもって決議

された一般募集の手取概算額8,058,875,000円と合わせた手取概算額合計上限9,210,000,000円について、

7,210,000,000円を平成29年３月末までに当社子会社である日本ジェネリック株式会社におけるジェネリック

医薬品等の生産能力増強のための新工場建設への投融資資金に、2,000,000,000円を平成28年７月までに社債

の償還資金の一部に充当する予定であります。

　なお、上記手取金は、実際の充当時期までは安全性の高い金融商品等で運用する予定であります。

　また、当社グループの主な設備投資計画については、本有価証券届出書提出日現在（ただし、投資予定金額

の既支払額については平成27年10月31日現在）、以下のとおりとなっております。

セグメントの
名称

会社名または事業所
名

所在地 設備の内容
予算金額
（百万円）

既支払額
（百万円）

今後の要支
払額
（百万円）

資金調達方法
着工予定
年月

完成予定
年月

医薬品

製造販売事業

日本ジェネリック㈱

つくば第二工場

茨城県

つくば市

医薬品等の製

造設備
17,200 － 17,200

自己株式処分資

金、自己資金及

び借入金

平成27年

12月

平成30年

３月

　（注）１．金額には消費税等は含まれていません。

２．当設備投資は３期に分けて行う予定の工事のうち、第Ⅰ期工事に係るものであり、第Ⅱ期以降につきまして

は、今後の市場動向及び生産・販売状況等を注視しつつ、順次機動的に進めてまいります。第Ⅲ期工事完了

後の年間最大生産能力は100億錠を計画しております。

 

第２【売出要項】
　該当事項はありません。
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【募集又は売出しに関する特別記載事項】

オーバーアロットメントによる売出し等について

　当社は、平成27年11月24日（火）開催の取締役会において、本件第三者割当自己株式処分とは別に、当社普通株式

1,750,000株の一般募集（一般募集）を行うことを決議しておりますが、一般募集にあたり、その需要状況を勘案し

た上で、一般募集の主幹事会社であるみずほ証券株式会社が当社株主から250,000株を上限として借入れる当社普通

株式の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）を行う場合があります。本件第三者割当自己株式処分は、

オーバーアロットメントによる売出しに関連して、みずほ証券株式会社が上記当社株主から借入れた株式（以下「借

入れ株式」という。）の返還に必要な株式を取得させるために行われます。

　また、みずほ証券株式会社は、一般募集及びオーバーアロットメントによる売出しの申込期間の終了する日の翌日

から平成27年12月22日（火）までの間（以下「シンジケートカバー取引期間」という。）、借入れ株式の返還を目的

として、株式会社東京証券取引所においてオーバーアロットメントによる売出しに係る株式数を上限とする当社普通

株式の買付け（以下「シンジケートカバー取引」という。）を行う場合があります。みずほ証券株式会社がシンジ

ケートカバー取引により取得した全ての当社普通株式は、借入れ株式の返還に充当されます。なお、シンジケートカ

バー取引期間内において、みずほ証券株式会社の判断でシンジケートカバー取引を全く行わず、又はオーバーアロッ

トメントによる売出しに係る株式数に至らない株式数でシンジケートカバー取引を終了させる場合があります。

　さらに、みずほ証券株式会社は、一般募集及びオーバーアロットメントによる売出しに伴って安定操作取引を行う

ことがあり、かかる安定操作取引により買付けた当社普通株式の全部又は一部を借入れ株式の返還に充当することが

あります。

　オーバーアロットメントによる売出しに係る株式数から、安定操作取引及びシンジケートカバー取引によって取得

し、借入れ株式の返還に充当する株式数を減じた株式数について、みずほ証券株式会社は、当該オーバーアロットメ

ントによる売出しからの手取金を原資として、本件第三者割当自己株式処分に係る割当てに応じ、当社普通株式を取

得する予定であります。そのため本件第三者割当自己株式処分における処分数の全部又は一部につき申込みが行われ

ず、その結果、失権により本件第三者割当自己株式処分における最終的な処分数がその限度で減少し、又は処分その

ものが全く行われない場合があります。

 

第３【第三者割当の場合の特記事項】
　該当事項はありません。

 

第４【その他の記載事項】
　該当事項はありません。
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第二部【公開買付けに関する情報】
　該当事項はありません。

 

第三部【参照情報】

第１【参照書類】
　会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照

すること。

 

１【有価証券報告書及びその添付書類】

　事業年度　第35期（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）平成27年６月26日関東財務局長に提出

 

２【四半期報告書又は半期報告書】

　事業年度　第36期第１四半期（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）平成27年８月14日関東財務局長に

提出

 

３【四半期報告書又は半期報告書】

　事業年度　第36期第２四半期（自　平成27年７月１日　至　平成27年９月30日）平成27年11月13日関東財務局長に

提出

 

４【臨時報告書】

　１の有価証券報告書提出後、本有価証券届出書提出日（平成27年11月24日）までに、金融商品取引法第24条の５第

４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を平成27年６月26日

に関東財務局長に提出

 

第２【参照書類の補完情報】
　上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書及び四半期報告書（以下「有価証券報告書等」という。）に記載され

た「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書等の提出日以降、本有価証券届出書提出日（平成27年11月24日）

までの間において生じた変更その他の事由はありません。以下の内容は当該有価証券報告書等の「事業等のリスク」を

一括して記載したものであります。

　また、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は本有価証券届出書提出日

（平成27年11月24日）現在においてもその判断に変更はなく、また新たに記載する将来に関する事項もありません。

 

「事業等のリスク」

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項について記載しております。当社グループはこれらのリスクを認識した上で、それが現実化した際には適

切に対処する方針ですが、投資対象としての判断は、本項及び本書中の本項目以外の記載内容も併せて慎重に検討した

上、行われる必要があると考えております。なお、以下の記載のうち将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在

において当社グループが判断したものであり、さまざまな要因によって実際の結果と異なる可能性があります。

 

Ⅰ．各事業に係るものについて

１．有利子負債依存度について

　当社グループは、主として借入金により資金を調達することにより調剤薬局事業における新規出店展開及び医薬

品製造販売事業における設備投資などを行っております。今後も借入金等による出店・設備投資等を行う予定であ

り、その場合、支払利息が増加する可能性があります。また、各事業の運営によるキャッシュ・フローが十分得ら

れない等の場合には追加借入が困難となること等により、当社グループの事業計画や業績等が影響を受ける可能性

があります。さらに、現時点で、借入金の大半は固定金利となっておりますが、金利の上昇に伴い支払利息が増加

することにより当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

２．個人情報管理について

　当社グループは、調剤薬局事業及び医療従事者派遣・紹介事業において、顧客の病歴及び薬歴、並びに派遣労働

者の経歴などの個人情報を取り扱っております。当社グループにおいては、個人情報について厳重な管理を行って

おりますが、これらの個人情報が漏洩した場合には、住所・氏名などの一般的な個人情報の漏洩の場合と比較し、

より多額の賠償責任が生じる可能性があります。また、個人情報の保護に関しては、「個人情報の保護に関する法

律」により、当社及び連結子会社を含む５千件を超える個人情報を利用している企業が本人の同意を得ずに個人情

報を第三者に提供した場合等には、行政処分が課され、場合によっては刑事罰の適用を受けることもあります。さ

らに、調剤薬局において個人情報を扱う当社の従業員は、その多くが薬剤師であり、薬剤師には重い守秘義務が法
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律上課せられております（刑法第134条）。これらのため、当社グループにおいて、万一個人情報の漏洩があった

場合には、多額の賠償金の支払いや行政処分、それらに伴う既存顧客の信用及び社会的信用の低下等により当社グ

ループの業績等が影響を受ける可能性があります。

３．社会保険料負担について

　当社グループにおいては、社会保険加入対象者を全員加入させることにしております。高齢者医療制度改革、雇

用保険の充実など、制度の改正による保険料率上昇や、派遣労働者に係る被保険者の範囲の変更に伴い、会社負担

金額が大幅に上昇する場合、当社グループの業績等が影響を受ける可能性があります。

４．大規模災害による影響について

　当社グループにおいては、各社の本社機能を主に東京都千代田区に集約しております。また、医薬品製造販売事

業においては茨城県つくば市及び埼玉県春日部市に日本ジェネリック株式会社の生産設備を、徳島県徳島市に長生

堂製薬株式会社の本社及び生産設備を設置しております。大規模災害がこれら地域に発生した場合、当社グループ

の業績等が影響を受ける可能性があります。

 

Ⅱ．調剤薬局事業について

１．調剤薬局事業の法的規制等について

(1）調剤薬局の開設等について

　当社が調剤薬局を開設し、運営するにあたり、必要とされる各都道府県等の許可・指定・登録・免許を受ける

ことができない場合、更新及び登録・届出の手続きを怠った場合、関連する法令に違反した場合、又は、これら

の法令が改正された場合等において当社の出店計画及び業績等に影響を及ぼす可能性があります。

　当該法的規制の主なものは、「薬局開設許可」・「保険薬局指定」等であり、当社は必要とされる許可等を全

ての店舗で取得しております。また、許可等の取消事由について、有価証券報告書提出日現在、該当事項はあり

ません。

(2）薬剤師の確保について

　調剤薬局においては、薬剤師法第19条において薬剤師以外の調剤を禁じていることや、「医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律」（旧　薬事法、以下「薬機法」といいます）及び厚生労働省

令によって、薬局における薬剤師の配置のみならず、その配置人数においても厳しく規制されており、１日当た

り40枚の受取処方せんに対して１人の薬剤師を配置する必要があります。このため、薬剤師の必要人員数が確保

されない場合には、当社の出店計画及び業績等に影響を及ぼす可能性があります。

(3）調剤業務について

　当社では調剤過誤の防止を図るため、さまざまな対策を講じております。例えば、調剤過誤により重篤な症状

を来たす危険薬剤等の自動チェックシステムを導入するとともに当該危険薬剤等については薬剤師が重点的に鑑

査を実施しております。さらには、万一に備え、全店舗において「薬剤師賠償責任保険」に加入することによ

り、業績への影響を緩和する措置を講じております。しかしながら、調剤過誤が発生し、多額の賠償金の支払い

や、それに伴う既存顧客の信用及び社会的信用の低下等があった場合には、当社の業績等に影響を及ぼす可能性

があります。

２．調剤薬局事業の事業環境について

(1）医薬分業率の動向について

　医薬分業は、医療機関が診察等の医療行為に専念し調剤薬局が薬歴管理や服薬指導等を行うことで医療の質的

な向上を図るために国の政策として推進されてきました。今後、医薬分業率の伸び率が低下する場合には、当社

グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

(2）医療制度改革について

①　薬価基準及び調剤報酬の改定について

　当社グループの主たる事業である調剤薬局事業の調剤売上は、健康保険法に定められた薬価基準に基づく薬

剤収入と、同法に定められた調剤報酬点数に基づく調剤技術に係る収入との合計額であります。このため、薬

価基準の改定によって薬価基準が引き下げられる一方、実際の仕入価格が同程度引き下げられなかった場合、

又は、調剤報酬の改定によって調剤報酬点数の引き下げ等があった場合には、当社グループの業績等が影響を

受ける可能性があります。

②　その他の制度改革について

　近年、医療に対する患者さまの権利意識の向上や医療財政の窮迫化等を原因とする各種医療制度改革が進行

しております。今後も引き続き各種医療制度改革の実施が考えられますが、その動向によっては患者数の減少

等により当社グループの業績等が影響を受ける可能性があります。
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(3）調剤基本料の格差について

　調剤技術に係る収入に含まれる調剤基本料を決定する報酬点数は、処方せん受付回数が多く特定の医療機関の

処方せん割合が高くなる傾向にある、いわゆる門前薬局（特定医療機関に近接する薬局）においては、特定医療

機関に近接しない小規模の薬局に比較し、当該報酬点数が低くなる傾向にあります。今後、門前薬局に不利とな

るような調剤基本料の改定等があった場合には、当社グループの業績等が影響を受ける可能性があります。

３．事業展開について

　医薬分業の進展に伴い、調剤薬局業界においては従来にも増して激しい出店競争が繰り広げられております。当

社グループの調剤薬局事業においては、北は北海道から南は沖縄県まで日本全国で調剤薬局を運営しており、それ

らの店舗の大半は総合病院に近接する門前薬局でありますが、特定の医療機関に依存しない新しいタイプの調剤薬

局店舗である面対応薬局についても積極的に出店展開しております。現在当社は日本全国で多様な形態での出店活

動を行う一方、環境変化による不採算店舗等は早期に見極めて撤退することで、収益の確保、業容の拡大を図って

おります。今後とも店舗の買収を含め、店舗数の拡大等を図っていく方針でありますが、出店条件に合致する物件

が確保できないこと等により計画どおりに出店できない場合、競合状況や医薬分業の進展が芳しくない等の状況に

より出店後に当初計画どおりの売上が計上できない場合、医療機関の移転又は廃業等により店舗の売上高が減少す

る場合、賃借先の経営状況により店舗営業の継続及び敷金保証金の返還に支障が生じる場合等には、当社グループ

の事業計画や業績等が影響を受ける可能性があります。

４．業績の季節変動について

　当社グループの売上高合計のうち、調剤薬局事業の売上高が当連結会計年度においても大半を占めており、当社

で行っている調剤薬局事業の業績の変動が当社グループ業績の変動に大きく影響することになります。当該調剤薬

局事業においては、冬季に流行する流行性感冒やインフルエンザ等や春先を中心に発生する花粉症（アレルギー性

鼻炎）に係る処方せんの増加状況により影響を受ける可能性があります。

５．消費税等の影響について

　調剤薬局事業において、調剤売上は消費税法により非課税となる一方で、医薬品等の仕入は同法により課税され

ております。このため、調剤薬局事業において当社は消費税等の最終負担者となっており、当社が仕入先に支払っ

た消費税等は、販売費及び一般管理費の区分に費用計上されております。過去の消費税率改定時には、消費税率の

上昇分が薬価基準の改定において考慮されておりましたが、今後、消費税率が改定され、薬価基準がその消費税率

の変動率に連動しなかった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

Ⅲ．医薬品製造販売事業について

１．医薬品製造販売事業の法的規制等について

　平成17年４月の改正薬事法（現　薬機法）施行により、医薬品の販売承認制度が導入され、医薬品の全面委託製

造が可能となったことを契機として、当社グループでは、当社の連結子会社である日本ジェネリック株式会社にお

いて平成17年４月に医薬品製造販売業許可を取得しました。平成18年４月からは他社製造のジェネリック医薬品の

販売、平成19年７月からは自社による承認取得をした同医薬品の製造販売を開始しております。当社グループの医

薬品製造販売事業においては、開発コストの負担が新薬に比較して少ないジェネリック医薬品の製品化、販売を行

い、実際の製造にあたっては自社工場での製品製造を本格化させており、製造物責任に係る訴訟リスク及び以下の

ような医療用医薬品の製造販売に関する法的規制等の同事業に係るリスク要因が、当社グループの業績等に大きな

影響を与える可能性があります。医療用医薬品の製造販売に関しては、主に薬機法関連法規等の規制を受け、各都

道府県知事等による許可・指定・登録・免許及び届出を必要としております。その主なものは、「第１種医薬品製

造販売業許可」・「第２種医薬品製造販売業許可」医薬品の「卸売販売業許可」等であります。万一法令違反等が

あった場合、監督官庁からの業務停止、許認可の取消等が行われ、当社グループの業績等に影響を与える可能性が

あります。また、当事業において開発・申請した製造販売品目ごとの承認を厚生労働大臣から取得しております

が、これらの承認を計画どおりに得られない場合、当社グループの業績等が影響を受ける可能性があります。

２．医薬品製造販売事業の事業環境について

　医療用医薬品は、厚生労働省が定める薬価基準により、医療機関、調剤薬局での調剤報酬における薬剤費算定の

基礎となる薬価が定められます。国の財政改革を背景とした医療費抑制化の動きから、薬価は２年に一度の薬価基

準改定のたびに低下する傾向があり、その低下率は改定ごとに大きくなる可能性があります。こうした薬価の動向

は、当社グループの製品価格政策に影響を与える可能性があります。また、当事業において取り扱うジェネリック

医薬品の製造販売市場においては、今後、医療制度の大幅な変更により急速に需要が拡大する可能性がある一方

で、医薬品業界全体を巻き込んで競争が激化する可能性があります。これらの事業環境の変化は、当社グループの

業績等に影響を及ぼす可能性があります。

３．医薬品製造の外部委託について

　当事業は、平成17年４月に施行された改正薬事法（現　薬機法）に基づいた製造販売承認制度に則り、国の承認

を得てジェネリック医薬品製造販売の製造部門を外部へ委託する形式、あるいは製造販売元の医薬品を自社販売す

る形式にて市場への製品供給を行っております。複数のジェネリック医薬品メーカーとの間で継続的な製品供給契

約を締結しておりますが、製造委託先の諸事情により該当製品の契約終了、契約内容変更等により製品供給が行わ

れなくなる可能性があります。これらの場合、当社グループの業績等へ影響を及ぼす可能性があります。
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４．特許訴訟について

　当社グループの医薬品製造販売事業においては、知的財産権及び不正競争防止法に十分に留意した製品開発を

行っておりますが、ジェネリック医薬品の商品としての特性上、先発医薬品メーカーから特許訴訟を提起される場

合があります。このような事態になった場合には、当社グループの業績等へ影響を及ぼす可能性があります。

 

Ⅳ．医療従事者派遣・紹介事業について

１．医療従事者派遣・紹介事業の法的規制等について

　平成11年12月の労働者派遣法改正に伴い薬剤師の派遣が認められたことから、平成12年７月に当社の連結子会社

である日本調剤ファルマスタッフ株式会社（現　株式会社メディカルリソース）において薬剤師に特化した労働者

派遣事業を開始しており、当社に対しても薬剤師の派遣を行っております。また、平成14年６月１日から薬剤師の

人材紹介事業を行っております。当事業においては、「一般労働者派遣事業許可」・「職業紹介事業許可」等の厚

生労働省の許可が必要となっており、また同省の定める「派遣元事業主が講ずべき措置に関する指針」及び「職業

紹介事業者、労働者の募集を行う者、募集受託者、労働者供給事業者等が均等待遇、労働条件等の明示、求職者等

の個人情報の取扱い、職業紹介事業者の責務、募集内容の的確な表示等に関して適切に対処するための指針」の規

制も受けております。当該法令、指針に違反したことにより許可を取り消された場合等において、当社グループの

業績等が影響を受ける可能性があります。

 

第３【参照書類を縦覧に供している場所】
日本調剤株式会社　本社

（東京都千代田区丸の内一丁目９番１号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

第四部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

第五部【特別情報】
　該当事項はありません。
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